
令和６年度 第２回受動喫煙防止対策専門部会 議事録 

 

日時 令和７年（2025年）３月４日（火） 18：00～ 

場所 TKP札幌ホワイトビルカンファレンスセンター 

  「カンファレンスルーム６C」及びオンライン（Zoom） 

 

１ 開 会  
 

○事務局(石川課長補佐)： 

本日は、お忙しいところご出席いただき、ありがとうございます。ただいまから、令和６年度

第２回受動喫煙防止対策専門部会を開会いたします。 

私は事務局の保健福祉部健康安全局地域保健課課長補佐の石川です。議事に入りますまでの間、

進行を務めさせていただきますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

なお、本日はハイブリットでの開催とさせていただいております。Web での会議の円滑な進行

のため、出席者の皆様につきましては、通常時はマイクをオフにしていただき、ご発言をされる

場合は、「手を挙げるボタン」などで、合図をしていただければ、こちらからご指名しますので、

その際には、マイクをオンにしてご発言をお願いします。また、本日、視聴者として参加されて

いる皆様については、マイク、カメラは常時オフにしていただくようお願いします。 

それでは、開会にあたりまして地域保健課がん対策等担当課長の角井からご挨拶を申し上げます。 

 

○事務局（角井がん対策等担当課長）： 

地域保健課がん対策等担当課長の角井でございます。本日はお忙しい中、ご出席をいただき、

誠にありがとうございます。また日頃から、本道の受動喫煙防止の推進につきまして、格別のご

理解とご協力をいただきまして心から感謝申し上げます。 

北海道受動喫煙防止対策推進プランにつきましては、昨年度、本専門部会でご議論いただきま

して、今年度から第２期目のプランをスタートしているところでございます。この場をお借りし

まして、改めて委員の皆様にお礼申し上げたいと思います。 

さて、本日の議題でありますけれども、報告事項といたしまして『施設等における受動喫煙防

止対策の実施状況について』、また、協議事項として『｢受動喫煙防止対策推進プラン」の進捗状

況について』と『受動喫煙防止条例の施行後の状況について』ということで予定しています。 

条例につきましては、令和２年４月１日に制定いたしまして、令和３年４月１日より全面施行

しておりますけれども、5 年を経過するごとに施行の状況等について検討することとしておりま

して、令和 7 年度が検討年となっております。本日は、各議事について、委員の皆様の忌憚のな

いご意見をお願い申し上げまして、挨拶といたします。本日はどうぞよろしくお願いいたします。 

 



○事務局(石川課長補佐)： 

まず、はじめに、本部会設置要領 4（2）に基づき、部会長が必要と認める者として、昨期同様

に、8 つの団体等にご参画いただいておりますのでどうぞよろしくお願いします。 

次に、委員それから団体代表者の方の変更がございましたので、ご紹介させていただきます。

北海道労働基準協会連合会の鈴村様でございます。日本たばこ産業(株)北海道支社の黒須様でご

ざいます。独立行政法人国立病院機構北海道がんセンターの平賀様でございます。 

なお、本日は、北海道市長会の出井様、北海道町村会の山内様、北海道医師会青木様、北海道

商工会議所連合会の小野様につきましては、ご都合により欠席されており、14 名中 10 名の皆様

の出席をいただいております。ご出席の皆様、本日はどうぞよろしくお願いします。 

続きまして、お配りしている資料の確認をさせていただきます。次第、出席者名簿、資料 1 は

両面印刷となっておりまして、1-1､1-2、資料 2-1、2-2、それから資料 3、参考資料が 1 から 3 を

お配りしておりますので、御確認願います。 

それでは、議事に入らせていただきますが、 部会長につきましては、委員等の互選により、大

西委員にお願いすることしております。では、大西部会長、よろしくお願いいたします。 

 

○大西部会長： 

ただいまご紹介いただきました医科大学医学部公衆学講座の大西と申します。どうぞよろしく

お願いいたします。 

本日は次第にありますとおり、報告事項が 1 件、協議事項が 2 件ということでございます。 

では早速議題の方を進めて参りたいと思います。 

 

２ 議 題  
 

（１）報告事項  

 ① 令和 6 年度 施設等における受動喫煙防止対策の実施状況について 

 

○大西部会長： 

最初に報告事項です。資料 1 について、事務局の方からご説明お願いいたします。 

 

○事務局（新井専門員）： 

資料１についてご報告します。まず、資料ですが 1-1 が例年同様、道内の施設に対し、調査を

行い、結果をまとめたもの、そして 1-2 が前年度と比較したものになります。資料 1-1 調査結果

ですが、昨年度から主に２点変更しております。 

１点目が、表の上部、区分は学校等になりますが、例年、保育園、幼稚園、学校等での調査を行

っておりましたが、令和３年～５年度の調査で全ての施設で対策済みとなったことから、調査時



期をプランの中間評価等の節目にあわせモニタリングを行うこととしましたので、今年度は未実

施としています。 

２点目が、例年実施しております区分その他の施設（抽出調査）につきましても、これまでは

病院や公的機関も対象としてきましたが、第一種施設の対策が一定程度進んだことを踏まえまし

て、第二種施設に特化いたしまして調査しております。抽出にあたっては、国のデータベースか

ら調査対象となる各区分の件数を把握し、抽出率を算定のうえ、過去の調査結果から屋内対策率

100％である競馬場や動物園を除き、特に、飲食店での対策状況の把握や法規制の対象である屋内

の対策状況を考慮、設定しました。 

まず、上から２つめの区分『市町村管理施設』をご覧ください。合計欄が青で着色していると

ころになりますが、左側赤枠の屋内の対策については、公民館を除き、全ての施設で防止対策が

実施され、合計実施率は 99.6％となりました。右側の赤枠の屋外の対策に入浴施設を除き、90％

以上で防止対策が実施され、合計実施率は 96.9%になりました。 

 次に、区分『その他の施設』をご覧ください。合計欄がオレンジと黄色で着色しているところ

になりますが、左側赤枠の屋内では集会場等を除き、80%以上で防止対策が実施され、合計実施

率は 88.0%、飲食店では 93.8%となりました。右側赤枠の屋外については施設区分による対策に

差はありますが、合計実施率は 69.7％となりました。 

資料の下にあります、区分『飲食店』、『都市公園』については、推進プランの数値目標として

おります飲食店の禁煙標識の表示あり、都市公園の屋外で対策を講じる施設数を赤枠でお示しし

ております。 

これらも踏まえ、資料１－２前年度との比較に移ります。標本数、回答数、回答率そして屋内

外の対策について比較している表になります。そして、下２つの小さな表ですが飲食店、都市公

園それぞれの対策ありの状況を比較しています。 

はじめに、その他施設についてですが、全体の回答率は調査対象が異なるため、比較できませ

んが、第二種施設の回答率は、-1.7%、飲食店が-5.6%となりました。それぞれの対策状況の結果

については、市町村管理施設では赤枠の屋内・屋外ともに改善傾向。その他施設では例年、対象

を無作為抽出していることから、回答施設が違いますので単純比較できませんが、屋内・屋外と

もに横ばいです。ただ、集会場等で、法規制の対象となっている屋内での対策が 12.2%減少して

いる点についてご説明したいのですが、集会場等とは、地区センター、寺、神社、教会等であり、

無作為抽出し、調査施設を選定しています。対策なしと回答した施設の意見としては、そもそも

喫煙者がいないから特段対応していない趣旨の意見が複数みられ、事実上、屋内禁煙としている

回答があったほか、昨年度と比べ、自宅と併設されている施設や、明らかに管理者が常駐してい

ないと思われる小規模施設からの回答が多くあり、これら施設は、管理者がおらず、普段立ち入

る人が少なく、対策なしとしていることや、施設は禁煙だけど、併設された自宅では喫煙するた

め、施設も含め屋内全体でみたときに屋内対策なしと施設が一定程度含まれていることが要因で



はないかと推測します。 

次に、下の２つに移りますが、飲食店では、禁煙表示率が改善傾向です。都市公園の調査につ

いては屋外対策率が横ばいとなっています。資料１のご報告は以上です。 

 

○大西部会長： 

ありがとうございます。ただいま事務局の方から報告事項について、資料のご説明がありまし

たけれども、皆様からご質問、ご意見ございますでしょうか。 

この第二種施設は、抽出調査のため、毎回選ばれる対象が異なるということですので、数値が

下がったからといって、対策が後戻りしたというよりは、まだ未対策のところが抽出されたとい

うことで、対策が必要であろうという考え方になると思います。ご意見等いかがでしょうか。 

 

○各委員等： 

 （意見なし） 

 

○大西部会長： 

それでは、引き続きこのような統計で、進捗を確認していくという方針で進めて参りたいと思

います。 

○佐野世話人： 

よろしいでしょうか。禁煙ですというお店は表示ありますよね。あと、喫煙できますというお

店も結構表示しますよね。片方だけでなく、喫煙できますというお店で表示しているかは把握し

ていますよね。表示してない吸える店は、ちゃんと表示された方が、対策になりますよね。 

 

○大西部会長： 

喫煙可能店では喫煙できるという表示を、法律上はしなければいけないことになっていますの

で、それが正しく遵守されているのかという数値を評価することが重要です。 

 

○事務局（新井専門員）： 

飲食店の表示については、吸えるお店に関しまして健康増進法の方で、標識が義務となってお

りまして、禁煙の標識に関しては、義務ではないですけれども、道条例で規定し、掲示していた

だくようにしており、この状況について調査しています。参考資料 1 として、資料の 1－1 でお示

しした結果の報告書を添付していますが、喫煙専用室等の設置に関して、表示しているかという

把握に関しては、喫煙専用室等を設置した場合は、健康増進法では、出入口の見やすいところに

標識を掲示する義務がありますが、掲示していますかという問がありまして、しているが 59％、

していないが 34.7％ということで把握しているところです。 



○佐野世話人： 

随分掲示してない店が多いので、これはちゃんとしてもらうように指導すべきだと思います。

法律で決まっていますよね。 

 

○大西部会長： 

掲示していないところが 35％もまだありますので遵守していただくようお願いしますといっ

たようなフィードバックは、行っていないのでしょうか。 

 

○事務局（石川補佐）： 

今年度は飲食店向けにチラシをリニューアルさせていただいておりまして、分煙の際のルール

のほか、表示をしていただくといった内容で、法が守られてないので、すぐ取り締まりというよ

りは、飲食店にチラシを配布しながら、普及させていただいているところとなっております。た

だ、法施行後、標識の掲示について、なかだるみしている傾向はございますので、引き続き、徹

底して参りたいと考えております。 

また、調査結果につきましては、道のホームページに掲載をさせていただいているのと、保健

所で地域説明会等を実施する際の資料の中でも、そういった、北海道の状況というようなことで

は、ご紹介はしておりますので、新たな情報ということで、また更新をして参りたいと思います。 

 

○佐野世話人： 

表示する義務があることを知らない人が半分くらいいるので、ステッカーを貼ってもらうよう

にしていけばいいと思います。 

 

○事務局（石川補佐）： 

飲食店の調査時にステッカーを同封させていただいておりまして、新規開業店舗には、必ず、

入れさせていただいているのですけども、やはり法施行から一定程度、年数が経過し、ステッカ

ーが汚れた、なくなったといった状況もございますので、そういった周知の際には、ステッカー

を同封するなどして、引き続き、汚れた、なくなったといった場合には随時更新していただける

ように、努めて参りたいと考えております。 

 

○大西部会長： 

ほかにいかがでしょうか。公衆衛生的な視点からですと、道内でも、地域格差といいますか、

取り組みが進んでいる地域とそうでない地域がおそらくあると思いますので、抽出の数によって

は市町村別というのは難しいと思いますが、2 次医療圏、3 次医療圏ぐらいの大きさで、この地域

での掲示率が、伸びてないなど地域別の格差がないかをぜひ見ていただければと思います。 



（２）協議事項 

①「北海道受動喫煙防止対策推進プラン」の進捗状況について 

 

○大西部会長： 

それでは続きまして協議事項に移りたいと思います。北海道受動喫煙防止対策推進プランの進

捗状況について、こちらも資料の方、事務局からご説明お願いいたします。 

 

○事務局（新井専門員）： 

昨年度、『遅れ』と評価した施策の今年度の状況として、赤の枠で囲ってあります３点について

抜粋してご説明します。 

7 主な施策『受動喫煙防止対策に係る健康教育資材の作成等』について、R6 の実施状況ですが、

道が作成した DVD の活用状況としましては、昨年度と比較して活用した市町村が増加しており、

活用件数 32 件となりました。今年度から第２期推進プランが始まり、第 1 期では道の作成した

DVD を活用し健康教育等を実施する市町村を対象と設定していましたが、第２期では様々な方法

で実施する市町村の状況を踏まえ、DVD の活用も含め、健康教育等を実施する市町村としました

ので、今年度より、実施状況を市町村に調査した結果、95 市町村で実施されている状況です。 

令和７年度の施策の方向性については、今まで、DVD だけでなく、YouTube や X にも動画を掲載

していますので、そういったものの活用状況の把握を検討していく考えです。 

９主な施策『20 歳未満の者等に対する防止講座等の実施』について、R6 の実施状況ですが、昨

年度と比較して、実施した小中学校が 10 校となっており、増加しています。小学校高学年には学

習指導要領に基づき、各校独自の授業の他、今回の市町村に対する調査で、市町村と連携して防

止講座を実施しているのが 21 市町村あることが分かり、道の防止講座によらずとも、たばこ対策

の授業がされていると理解していますが、保健所でこういった取組を行っておりますし、SNS に

動画も掲載していますので、活用していただけるようチラシを作成し、教育庁へ、各校へ周知を

依頼しています。令和７年度の施策の方向性についても、より早期からの対策が必要と考えてお

りまして、教育庁との連携が不可欠と考えております。引き続き、防止講座の実施、授業等で活

用いただけるＤＶＤ等について、小中学校への周知を行っていきたいと考えております。 

14 主な施策『飲食店等における受動喫煙防止のための表示の促進』について、R6 の状況です

が、禁煙標識掲示率が 68.9％から 75.2％と改善しました。今年度の取組としましては、先ほど資

料 1 でご報告しました例年の抽出調査で、標識が手元にないからステッカーが店に貼れないとい

った回答が 3 割近くあったことや、ステッカーが日に焼けたり汚れたりして破棄したという意見

も寄せられていました。過去の対策としては、禁煙標識を作成し HP で公開するなどしていまし

たが、今年度は調査対象となる 5,000 の飲食店の調査票にステッカーを同封し、掲示を促してい

ます。実際に、飲食店からステッカーを掲示した内容や今後掲示する予定としている内容の記載



がありましたので、令和７年度の施策の方向性についても、今年度同様に、道条例でそのような

規定（義務）があることを知らなかったや、掲示しなくても吸う人いないなども含めて、禁煙ス

テッカーを掲示いただくきっかけとなるよう調査票に同封していく考えです。 

その他、昨年度、第２期目となる推進プランを策定したほか、国の分煙施設の整備促進に関す

る通知や事例集を市町村へ周知したり、飲食店からの、常連のお客さんへのたばこのルールにつ

いて注意しにくいとの意見を受けて、お客さんに向けたチラシの作成など、例年同様施策の継続、

またはそれ以上の対策を講じ、順調に推進出来ていると評価しています。 

これら施策の推進を踏まえ、資料 2-2 推進プランに係る数値目標の達成状況についてご説明し

ます。今年度より第２期がスタートしており、目標値を令和 17 年度としているところですが、第

１期より変更した目標とその数値を中心にご報告します。 

まず、普及啓発の実施の２つめの条例に関する普及啓発を実施する市町村数ですが、第 1 期プ

ランでは、ポータルサイトの閲覧数の増加を数値目標にしておりましたが、一定程度、事業者の

取組が進んでいる状況にあることから、直接的な住民サービスの提供者である市町村の取組に関

する数値目標へ入れ替えることとし、新たに設定したものです。改正法や条例について複数の方

法で普及啓発を行う市町村数として現状値 110 市町村でしたが、R6.12 末時点で 135 市町村とな

っております。引き続き、市町村に対して住民への普及啓発を進めていただくよう連携していき

たいと考えています。 

 次に、学習機会の確保ですが、繰り返しになりますが、第２期では様々方法で実施する市町村

の状況を踏まえ、DVD の活用も含め、健康教育等を実施する市町村としました。現状値の 22 市

町村は第 1 期の DVD を活用した市町村数となっております。実績については、DVD の活用が 17

市町村となっておりますが、年度末に向けて、活用予定の市町村があることや、小中学校等とコ

ラボした防止対策講座の実施、住民向けの健康講話、健診受診者を対象とした説明会など、様々

な取組が 95 市町村で実施されていますことから、「順調」と整理しております。 

きれいな空気の施設については 3,000 から目標値を 6,000 施設に設定しております。目標達成

まで、年間で考えると、おおよそ、250～300 施設の登録が必要となりますが今年度 12 月末で 431

施設登録いただいており、順調に増加しています。 

それ以外の指標は第 1 期から継続しており、すでに目標値に達しているものや現状値から増加

している状況です。資料２について以上です。 

 

○大西部会長： 

ありがとうございました。ただいま事務局の方から資料について、ご説明ありましたけれども、

皆様からご質問、ご意見ございますでしょうか。 

昨年度、遅れているところについて、今年度は順調な進捗状況というご説明でしたが、それ以

外のところも含めて、何かご意見ご質問があればお受けしたいと思います。 



特に、この禁煙としている飲食店におけるこの表示ですね、昨年度の 68％から、今年は 75％と

進んではいますが、令和 17 年までに 100％ということでかなり高い目標値ということもあり、到

達するのは、抽出してどういうやり方をしても、全施設が表示していますと回答してくれるとい

うのは、なかなか高い目標になります。ただ手元にないというところには送るようにしています

し、知らなかったっていうところにも、調査のときにステッカーを送って、こういうのがあるの

で「ぜひ貼ってください」ということで、少しずつ、増えていくことが期待されますが、100％の

達成はなかなか難しいところもあります。この点、生活衛生同業組合連合会の細貝様、アイディ

アなどがありましたらぜひお願いしたいと思います。 

 

○細貝事務局長： 

アイディアというほどではないですけれども、17 年度までに 100％を目指すっていうことを前

提として、今回の調査結果で、条例を知らないとか、手元にないという方が 20％ぐらいというこ

とを踏まえると、やっぱりそこを改善してくのが一番有効かなと思います。 

今回、5,000 件にすべてステッカー入れたというお話でしたが実際の飲食店数は、道のＨＰから

許可件数だけで言いますと道立保健所で約 27,000 件、札幌市でも 20,000 件くらいです。ただ販

売するだけとか、自動車営業も含まれていますので、実際は少ないと思いますけども、ステッカ

ーを手元に届けるところを増やしたら、繋がるのではないかというのが意見です。これだけの数、

調査して集計するのはとても大変な作業に思うので、調査数は現状でよいと思いますが、各地域

でこういう制度があるというお知らせする数とステッカーを届ける数を今より増やせないのかな

と思います。実数が例えば、30,000 件あるとして、どこまでできるか分からないですが、半分と

かでも増やせば掲示率が改善するのではないかと思います。 

あと、保健所などを通じて啓発をしていただいているかもしれませんが、我々も関係する団体

ではありますけど、傘下には社交飲食組合とか鮨、麺類、料理、ホテルがあり、加盟数は約 3 千

ですが、うちからメッセージとして送るなど協力はできますし、それ以外でも、飲食店に関わる

団体として、食品衛生協会、商工会議所さんとか、商工会さんなんかも、関われるのではないか

と思いまして、そういうところにも、周知依頼するほか、食品衛生協会の食品衛生責任者の講習

会は受講者としては義務があるので、そういうとこに来たときに、最低限チラシ配るとか、新規

開業で初めて責任者をとる方がいるので、そういう人にはその場でステッカーを配るよう働きか

けるのもいいと思います。 

それと、市町村で、消費者向けのこともやってらっしゃるということですけど、そのＰＲする

チラシの中に禁煙のお店はステッカーを表示しないといけないということも、消費者の方に知っ

てもらえると、店の方も意識が高まるのではないかと思います。 

 

 



○大西部会長： 

貴重なご意見ありがとうございます。いろいろな団体の力も借りて、普及啓発することは重要

だと思います。この調査で、どういう団体に所属している方が知らなかった回答が多いのか。例

えば、麺類関係のお店で知らなかったっていう方が多いなら、麺類の同業組合に戦略的に周知を

お願いすることもできますし、チェーン店のような大規模なところはある程度進んでいるけれど

も、小規模ところは知らなかったというところが多いなどの傾向が見えてくれば、重点的に底上

げをしていくことが重要だと思います。 

また、市町村の取り組みでも、保健所の活動の中で、住民向けにも禁煙ステッカーの掲示につ

いて周知をしつつ、飲食店等にも普及啓発をしていくという、両輪で進めるのがよいのではない

かと思います。 

 

○佐野世話人： 

数値目標については、前回か前々回に発言して、今回このように上がっていると思いますが、

例えば、9 番、21 市町村がやったとか、小学生 300 名、230 名にやっても、大体 3 万人いるはず

なので順調っていう話になるのか。これが、50％になるために、50 年かかる。これを順調と判断

していいのか。資料 2-2 の数値目標にあるのか教えていただきたい。 

あと、ＪＴさんのアプリで、吸える場所が 2～3 年前より分かりやすくなっている。どこで吸え

るのか周知してもらえるとよい。たばこ吸えるからといって集客しているお店も結構多い。今新

しくできているこういう再開発ビルなんかではもう全部だめだけど、どちらかというと、古いお

店、古い建物が多いですね。それは余談ですが。先ほどの健康教育について順調と判断していい

のか。横ばいみたいなものではないのか。 

 

○事務局（新井専門員）： 

推進プランでは、学習機会の確保ということで、数値目標を入れさせていただいているので、

防止講座の直接的な数字というわけではないですけれども、昨年度と比較して、8 校から 10 校に

増えたことや市町村でも独自に取り組み、21 市町村で実施いただいているという現状があります。

また、学習指導要領で小学校高学年では、各学校でたばこに関する授業が行われていると理解し

ております。 

 

○佐野世話人： 

学習指導要領にお任せということであれば、100％実施されているはずだというお答えでよい

し、それ以外に保健所がやらなければならないということであれば、もっとたくさんあった方が

いいと思います。 

 



○事務局（石川補佐）： 

第１期プランを見直す際にも、同様の議論ございまして、その指標から落とすか否かというこ

ともあったのですが、学習指導要領により、小学校中学校ともに位置付けられており、北海道の

みならず市町村においても、一定程度、そういった取り組みがされているということで、市町村

における普及啓発がかなり上がってきている状況です。 

ただ、指標から抜いてしまっていいのかというようなところでは、外部のものを活用していた

だきながら、より一層等、認識を高めていただくといった取り組みも必要であろうという観点か

ら、数としては決して十分ではないですが、続けさせていただいているという状況となっており

ます。 

 

○佐野世話人： 

であれば、評価は横ばいとしたらよいのではないでしょうか。 

 

○大西部会長： 

難しいのが学校側から要望があった場合に保健所が入っていくという形ですよね。ですから、

こちら側から売り込んで、対象学校を増やしていくことは難しく、学校から学習指導要領でやっ

ていること以外に、重点的に保健所の方からもお話を聞きたいという要望などがあれば、入って

いく方式で、相手方のニーズもあるのでこれを増やしていくことは難しいところです。 

ただ、新規に入ることができた学校が増えていくことは着実に活動が増えているという意味で

は、取り組みが進んでいると判断していいと思います。どれぐらい達成できたらよいのかについ

て、相手のニーズを考えると 100％はおそらく無理ですので、昨年と比べて数が伸びていれば順

調というような判断をされたと理解します。どのぐらいという目安があれば、それに向けて、今

年度の増加率で 17 年度までに達成できるかという判断ができれば、さらに、良い評価ができるの

ではないかと思います。 

あと保健所ではなく、市町村独自で学校に入っていくというものも、実績としては数えていく

ということでしょうか。 

 

○事務局（新井専門員）： 

学習機会の確保の中で、調査をさせていただき、95 市町村が健康教育等を実施していただいて

いることを把握したときに、21 市町村が小中学生等へ行っている対応が把握できましたので、参

考として載せさせていただいている数値になります。 

 

○大河内福利課長： 

よろしいですか。9 番もそうですけれども、教育庁との連携とはどういったものでしょうか。 



○事務局（新井専門員）： 

例えば、20 歳未満のものに対する受動喫煙防止に関する講座ですと、当課で実施要領を作成し

ているのですが、学事課ですとか、あとは教育庁体育課に、事前に協議させていただいています。   

また、それを各学校さんへ周知いただくほか、ＤＶＤも活用いただくように周知を依頼してお

りまして、一緒にやらせていただいております。 

 

○大河内福利課長： 

ＤＶＤの活用の状況でどうでしょうか。 

 

○事務局（新井専門員）： 

学校での活用状況については、実際にどれだけっていうところの数はわからないのですが、市

町村が関わる防止講座の中では、ＤＶＤを使っているというところが、21 市町村のうち 3～4 割

ぐらいで活用いただいていると思います。 

また、保健所設置市内の学校ですと、年間に数件問い合わせがあって、5 年生 6 年生に使って

もらうということで、貸し出しているところです。 

あとはＹｏｕＴｕｂｅですとか、健康づくりＸ、道ＨＰにも掲載しています。ただ、どれだけ

使っていただいているかということは見えないのですが、ＤＶＤ以外の活用状況についても把握

について、検討していきたいと考えています。 

 

○大河内福利課長： 

ＤＶＤよりもＹｏｕＴｕｂｅとかの方が、活用されている傾向が強いです。私どもの教育庁で

も、ＤＶＤの貸し出しをしているんですけど、需要があまりない状況です。 

 

○事務局（石川補佐）： 

ＤＶＤ自体の貸し出しをしていますが、件数はあまり振るっていないのですが、一方でＹｏｕ

Ｔｕｂｅですとか、動画の方には掲載させていただいておりまして、小学生向けの健康教育媒体

が数千件のアクセスということで、使っていただいて、アクセス数は、伸びているというような

状況となっております。 

 

○大西部会長： 

ＹｏｕＴｕｂｅの再生回数は一般で入ってくる方もいるので、アクセス数のうち何割ぐらいが

学校教育現場で使われているものか、判断は難しいと思いますが、学校や市町村にアンケートが

できるのであれば、そういった活用状況を聞き取れるとよいと思います。また、学習指導要領上、

100％授業では受動喫煙について取り扱っていると思うのですが、道の条例について触れている



かどうかという点は重要と思います。一般的に受動喫煙や改正健康増進法については教えること

に加えて、道独自で条例を出してて、例えば飲食店等は禁煙ステッカーを貼るようになっている

ことを伝えることで、子供たちがお店に行くときに｢ここ貼ってるね」というような、家族での会

話につながる可能性もあります。教育の中で道条例についても触れているのかについての情報が

あれば、もう少し学校側にも、例えば、普及啓発としてチラシを配布するとか、子供たちの教育

向けに、北海道の条例についての資材を配布するのも 1 つの方法と思いますので、ご検討いただ

ければと思います。ほか、よろしいでしょうか。 

 

○各委員等：  

（意見なし） 

 

➁ 北海道受動喫煙防止条例の施行後の状況について 

では次の協議をしたいと思います。北海道受動喫煙防止条例の施行後の状況についてというこ

とで、ご説明をお願いいたします。 

 

○事務局（石川補佐）： 

改めまして、地域保健課石川の方からご説明をさせていただきます。条例の施行後の状況とい

うことで、冒頭挨拶でも触れさせていただきましたとおり、令和 2 年 3 月に制定しました条例が、

全面施行が令和 3 年 4 月となっておりまして、施行から来年度が 5 年目という年となっておりま

す。社会情勢の変化等、また、その条例自体の施策の推進状況の結果に基づいて、必要な措置を

講ずることと、しておりまして、来年度、見直しをさせていただく形になっております。条例の

推進状況ということで、示させていただいておりますが、先ほどの説明と重複いたしますので、

割愛させていただきまして、第 1 種施設における受動喫煙防止措置ということで、詳細に条例制

定後の経過を示させていただいたものがございます。学校等の敷地内における受動喫煙の措置の

状況の実施率では、条例制定後、99.7％であったものが、目標数 100％達しているというような状

況となっております。 

また、ページをおめくりいただきまして、第２種施設における受動喫煙の防止措置の状況とい

うことで、示させていただいております。先ほどご説明させていただいた抽出調査ということに

なり、その他の施設の状況の推移ということで示させていただいておりますけれども、第２種施

設の約 7 割、69.7％が全施設の平均値ということとなっておりますが、平均を下回っているのが、

集会所、それから理美容所ですとか、宿泊施設、または飲食店ですね、個人経営の営業形態をと

られているところの施設が、なかなか伸び悩んでいる状況と見ております。ただ、全体といたし

ましては、令和２年度 66.3％だったものが、69.7％と微増ではあるんですけれども増加していま

す。 



また、市町村で管理されている、第二種施設では 88.3％だったものが、96.1％というような状

況で、屋外についても、対策がとられています。また、屋外の施設における受動喫煙防止の措置

の状況ということで、こちら、北海道の条例では、特に未成年者の方に配慮した対策ということ

で、お子さんが多く利用される屋外の運動場ですとか、公園といったところにつきましても、喫

煙所を設置する場合については、一定程度、特定屋外喫煙場所という、法と同等程度の、措置を

講じた、喫煙所を設置していただくということを、条例で促しておりますが、そういった措置を

していただいている施設が、令和 2 年、17.3％に対して、20.3％ということで、約 5 分の 1 の公

園で、喫煙所が設置されているというような状況で進んできております。 

また、飲食店における禁煙表示の標識につきましても、令和 2 年が 81.5％であったものが、条

例施行後、若干減少いたしまして、現在 75.2％ということで横ばい、目標 100％に対しては、ま

だ 25％程度到達していないというような状況。また、禁煙や分煙の受動喫煙防止措置を講ずる飲

食店につきましては、令和 2 年度 82.2％であったものが令和 6 年度につきましては 93.8％という

ことで、飲食店の対策についても、大分進んできているというようなところが、条例の推進状況

となっております。 

また、社会情勢、社会の変化というところでは（2）以降に示させていただいておりますが、道

民の喫煙の状況では、4 年に 1 度、国の方で調査される国民生活基礎調査になりますけれども、

2016 年につきましては 24.7％、全国 19.8％であったものが、2022 年、20.1％で、全国 16.1％と

いうことで、全国に比較して、依然として、喫煙率高い状況にはありますが、減少率の方は全国

を上回っているという推移をしています。 

また、受動喫煙を有する機会の割合ということでも調査をさせていただいておりますが、家庭、

職場、飲食店ともに、受動喫煙の機会というところでは、法令また条例制定後、減少してきてい

る状況となっております。また、（3）で示させていただいておりますが、一部たばこ制の見直し

等もございまして、今後たばこ税が引き上げられ、価格も見直されるというような、情報も伺っ

ております。また、喫煙率も、北海道の傾向からいきますと、値上げがあった年の喫煙率は、減

少する傾向ございますので、下がっていくことが見込まれます。 

以上が、社会状況の変化でございまして、4 ページ目、おめくりいただきまして、条例制定時の

際に、保留とさせていただいていた事項が、2 点ほどございます。パブリックコメント等で多く寄

せられていたのですが、加熱式たばこの規制についてもしっかりと取り組んでいくべき、また、

サードハンドスモークこれはたばこを吸った後の残りの臭いであったり有害物が付着したものを

示す言葉となっておりますが、こういったものについても、計画、または条例の中に位置づける

べきだといった、ご意見が寄せられておりまして、また再度、科学的根拠等を勘案しまして、改

正事項として反映すべきかどうかといった観点の検討が必要になってくると考えております。 

また、4 番、国における改正健康増進法の施行の状況の検討について、こちら条例に先立ちまし

て、国の方で改正健康増進法の施行がございました。その中で、アンダーラインを引いていると



ころですが、経営規模の小さな飲食店につきましては、経営的な観点から、分煙ですとか、禁煙

の措置が難しいだろうといったことから、経過措置ということで、喫煙可能店とすることができ

るというような、小規模飲食店に限った経過措置が定められております。今後、この改正健康増

進法につきましても、法施行後 5 年の見直し規定のある法律となっておりまして、法律の施行の

状況を勘案して、必要と認められるときはこの法律の規定に基づいて検討を加え、その結果に基

づいて必要な措置を講ずるとなっておりまして、おそらく、経過措置のあたりの見直しが、改正

のポイントになってくると見ております。以上が、国の動向となります。北海道の条例の推進状

況、それから、社会情勢の変化の動向ということで、説明をさせていただきました。 

それで、参考資料の 3、お手元にご用意いただければと思います。次年度以降の検討について、

事務局案ということで、ご説明をさせていただきます。条例制定の際に、様々な機関団体企業様

の方から、条例制定に望むこと、また、条例制定、に伴って危惧されることといったものを、意

見聴取をさせていただいた経過がございます。見直しに当たりましても、やはり同様の意見聴取

が必要だと事務局の方では考えておりまして、健康増進法の施行、また、条例の施行を踏まえた

現状と課題というような形で、意見聴取をさせていただきたいと考えております。 

そういった意見聴取を踏まえまして、こちらの専門部会の方に、状況をご報告させていただきな

がら、北海道の条例の改正の必要性の有無、また、その改正が適切な時期なのか否か、法改正と

の兼ね合いの関係もございますので、そういった議論を次年度以降、こちらの部会にお願いした

いと考えております。スケジュールについてはお手元の方にはお配りしておりませんけれども、

意見聴取団体を書面ですとか、速やかに決定し、6 月以降に、意見聴取をさせていただいた結果の

ご報告ということでの部会、それから 10 月までには、こうした意見聴取の結果を踏まえまして、

条例の改正について検討が必要かどうか事務局案を、もとに、10 月までの間にお願いしたいと考

えております。仮に、条例改正が必要となりますと、非常にタイトになるのですけども、11 月以

降に、その作業を進めさせていただく以上が事務局でのスケジュール案ということで考えており

ます。条例改正の、検討につきましてのご説明は以上です。 

 

○大西部会長： 

ありがとうございます。道条例の見直しの時期を迎えて、改正するかどうかは大きな話にはな

りますけれども、現状がどうであるかという評価と、その現場の対応されている方たちのご意見

を伺って、何か課題があるのかということを総合的に踏まえて改正が必要かどうかを判断するこ

とになります。あとは、国の動きが非常に重要と思いますが、国も次年度に検討を進めて、来年

の 1 月の国会で方針が決まるということになりますと、11 月に条例改正案を出すところに盛り込

むのは難しいとは思われます。国の動向を踏まえた上でということであれば、それも含めて総合

的に、改正の必要性を判断していく必要があると考えているところであります。 

ただいまの説明に関しまして何かご質問ご意見等ございますでしょうか。 



 

○佐野世話人： 

いわゆる受動喫煙防止というのは、1 つはがん対策でもあるわけですよね。北海道の年齢調整

死亡率が、全国より下がり方より遅くて開いてきているというような問題を意見聴取する中では

相手に理解していただいて、こういう現状の中において、どうしたらよいのかという、質問であ

って欲しいと思います。｢現状はこうだよ」というがん対策の観点も盛り込む必要があると思いま

す。 

 

○大西部会長： 

ありがとうございます。対策がどれぐらい進んでいるかというデータだけではなくて、健康影

響として、どういう効果が見えるか、必ずしもその受動喫煙対策だけでどれぐらい効果があるの

かという判断はできませんが、健康への影響がどうなっているかという状況も踏まえてのヒアリ

ングの仕方が重要というご意見だったと思います。 

 

○田西委員： 

サードハンドスモークもそうですが、近年、インバウンドの方が多くなってきて、道でも、お

酒も飲まれているし、たばこ吸われると思います。受動喫煙について、北海道の方という形で考

えていますけど、実際にインバウンドで来られている方たちの影響によって子どもたちにしても

そうですし、受動喫煙の機会が増えてきているのではないかと思います。 

あと、お店を選ぶときに、外国人の方々は、インスタを見ながら来られているようです。いろ

いろと聞きますと、たばこが吸えるところですとか、料理が美味しいところですとか、調べて来

られていますので、飲食店もたばこも吸えて、料理が美味しいところです。など、集客している

ところもあります。そこに関しては、道としても規制するのは難しいと思いますから、そういう

部分を今後どう考えるか。 

いわゆる若い、外国人の方たちは、たばこ吸わない方も多くなってきていますし、マナーをし

っかり守る方が多いのですが、やはり年配の特にアジア系の方々、たくさんたばこを吸われる国

の方々が北海道に来られていますので、そういう方々に対してどういうようなお願いをするのか、

観光税が今問題なっていますけど、そういうものを取って、たばこの吸える場所をたくさん提供

してあげるのかという部分ももう少し考えていかないと、これからは道民だけではなく、インバ

ウンドがすごく多くなってきているので考えられたほうがいいかなと思います。 

 

○大西部会長： 

ありがとうございます。インバウンド対策という非常に重要なポイントと思います。見直しの

中での答申案を提出する際にはそういった課題を、上げていく必要があると思います。今回の意



見聴取団体の中の旅行観光関係者っていう方にも、ご意見いただく予定ですので海外から来られ

る方への、喫煙についての状況など伺う必要もあると思います。 

そのほか、オンラインでご参加の方も含めて、なにかありましたらお願いします。 

 

○各委員等： 

 （意見なし） 

 

○大西部会長： 

それでは、最後に参考資料 3 として、前回の条例制定にあたっての素案の取りまとめの際に、

お伺いした、一覧ということで提示しておりますけれども、今回もどういった団体に意見聴取し

たらよいのかということで、ご参加の皆様からご意見をいただきたいと思います。 

まず、飲食店関係ですね、前回 6 団体にということでそのうちの 2 つの組合の方にご意見を聴

取したということがありますけれども、この点について、生活衛生同業組合連合会の細貝事務局

長から何かご意見ございますでしょうか。 

 

○細貝事務局長： 

まず、この 6 団体のうち、2 つが休止状態となっておりまして、喫茶と中華料理について活動を

停止している状態ですので省いていただきたい、この中で、組合員数が圧倒的に多いのは社交飲

食組合で 2000 件ぐらいです。その他のところが 200 から 300 ぐらいですので一番多いところか

ら得られるといいと思います。団体は 2 ヵ所選ぶのでしょうか。 

 

○大西部会長： 

スケジュールのこともありますので、すべての団体から意見聴取するのは難しい可能性もあり、

ご推薦いただければその中から優先順位をつけて、何団体かから意見聴取となりましたら、私と

事務局の方でリストの素案を作って、次年度の第 1 回目にまたご審議いただきたいと思います。 

まず、社交飲食の方が一番多いということで、優先順位としては高いと思うのですが、その次

がもしありましたら、教えていただけるとありがたいです。 

 

○佐野世話人： 

よろしいですか。社交飲食とは、いわゆるスナックとかラウンジですよね。偏ってしまいます

よね。大体大きなところは喫煙ルームをきちんと作って運営しているし、小さなスナックなら全

部吸えるかもしれないのであと 2 から 3 はあったほうがいいと思います。組合員数が 200 であっ

ても、お寿司屋さんは、吸えませんというお店が多いかもしれない。偏ってしまいますよね。 

 



○大西部会長： 

ありがとうございます。前回も麺類の組合の方からも聴取させていただきましたが、やはり家

族連れで利用する飲食店での状況についてのご意見もいただくことが重要だと思います。社交飲

食でスナックとかですと、お子様連れのところではないと思いますので、複数選ぶことになると

思いますが、2 つなのか、3 つ聴取できるのかは検討させていただきたいと思います。 

次に、たばこ販売関係ということで北海道たばこ販売協同組合連合会ということで、前回、意

見聴取したのですが、黒須課長の方から何かご意見ありますでしょうか。 

 

○黒須課長： 

協同組合連合会に関しては道全体を見ていただいているので、こちらの方でよろしいと思いま

す。道全体という観点で、ご意見いただけると思います。 

 

○大西部会長： 

ありがとうございます。それでは次、医療関係者としては 3 団体、前回、意見聴取をしている

のですが、北海道がんセンターの平賀院長から何かご意見等ございますでしょうか。例えば、こ

れ以外にもこういう団体にも、聴取をしたほうがいいのではないかというようなご意見ございま

すでしょうか。 

 

○平賀院長： 

特別ございません。 

 

○大西部会長： 

ありがとうございます。それでは次、がん患者団体として北海道がん患者連絡会について、佐

野様いかがでしょうか。 

 

○佐野世話人： 

ぜひ意見を聴取してください。 

 

○大西部会長： 

ありがとうございます。それでは教育関係団体として、教育長の大河内課長から何かご意見ご

ざいますでしょうか。 

○大河内課長： 

2 団体の意見聴取でよろしいと思います。 

 



○大西部会長： 

その他旅行観光関係では、先ほど田西委員からインバウンドのこともお話もいただきましたし、

消費者団代表団体ですとか企業等は、資料の通りなのですが、おそらく、北海道との連携協定を

結んでいる企業にもお声掛けするような形になるのかとは思うのですが、事務局の方から、この

企業の選び方はどのようになりますでしょうか。 

 

○事務局（石川補佐）： 

規模の大中小に応じて受動喫煙対策取り組んでいただいている企業様ということで選定をさせ

ていただいた経過がございますので、今回も規模を大中小に分けながら、選定をさせていただけ

ればと考えております。 

 

○大西部会長： 

そのことも含めて他の団体に関しましても何かご意見ございましたらお願いしたいと思います

が、いかがでしょうか。よろしいでしょうか。 

それでは事務局で、意見聴取する団体のリスト、あとは、各団体へ対面でのヒアリングができ

るのか書面でご意見をいただくのかを含めて、案を作っていただきまして次年度の第 1 回目の時

にまた改めて皆様に、書面か対面にてご審議いただきたいと思っております。 

 

○各委員等： 

 （意見なし） 

 

３ 閉 会  
 

○大西部会長： 

それでは以上をもちまして、本日予定はすべて終了いたしました。本日は円滑な議事進行にご

協力いただきましてありがとうございます。それでは事務局の方にお返しいたします。 

 

○事務局（石川補佐）： 

大西先生、進行ありがとうございました。本日の資料及び議事録につきましては、皆様のご確

認をいただいた後に、道のホームページで公開をさせていただきますので、ご承知おきいただき

ますようお願いいたします。 

それでは、以上をもちまして令和 6 年度第 2 回受動喫煙防止対策専門部会を閉会させていただき

ます。年度末のお忙しい中、ご参画をいただきまして、ありがとうございました。また、Ｚｏｏ

ｍでご参加いただいております皆様は退室ボタンをクリックいただきご退室いただきますようお

願いいたします。ご協力をいただきありがとうございました。 


